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安倍自民・公明連立政権による強者の政治は、社会分断を加速化し、格差を拡大し、貧困層の増大をもたらしています。安倍政権は、既に破綻している「経済成長がもたらす豊かさ」「自助努力・自己責任」「強い国家」などの幻想（Ｊａｐａｎ　ｉｓ　Ｂａｃｋ）を振りまき、社会運動形成の遅れた日本の市民社会を、体制内で利益を享受する少数派と体制から零れ落ちる多数派に分断しています。このアベノミクス政治に対抗していくためには、経済成長に拠らない、共助・互助を基盤とした、分権型の政治と共に市民の公へのアクセスが不可欠であることは言うまでもありません。この後者の政治を実現していく上で、わたしたちは何ができるでしょうか？
私たちがとるべき道は、強い国家形成でも、多国籍企業の莫大な利潤のオコボレを頼みにする社会では無論ありません。人間らしく生きることを実感できる自助・互助の繋がりがあり、関係性の中で自己を創造できる人権・自由・民主主義に向かう社会や経済をめざすべきでしょう。それは市民とその事業・運動による＜関係性の回復＞戦略ともいえます。現代社会においては、労働者・市民の個々の努力は結果として企業の収益拡大、お金持ち（株主）所得の増大に繋がり、強者の政治・強者の企業経営に手を貸すことにしかならず、却ってますます分断を深め労働疎外・人間疎外とが貧困スパイラルに連動する社会に既になってしまっています。この日本社会にとって直面する新しい構造変化に対して、私たちが培ってきた諸資源を、関係性の回復や創造に向かわせることを通じてアソシエーション社会・コミュニティ（協同・協働の）経済を創出することが、労働疎外・人間疎外を克服し、納得性の高い人間性を獲得することが可能な社会の実現に繋がるのだと考えます。
2015年4月「生活困窮者自立支援法」が施行されました。この法律は自治体による生存弱者への基本対応（スキーム）を定めるものですが、施行前から“就労支援一辺倒”で、“今必要な生活支援”という生活困窮者の基本ニーズとのミスマッチを起こすのではないかという懸念が表明されています。また、生活困窮者への支援態勢の構築のためには地域社会のステークホルダー（市民活動団体、自治会、福祉・医療関係者、労働団体等）との連携ビジョンが不可欠と考えられますが、自治体事務というあり方が強く、このままでは問題解決が立ち遅れることも懸念されます。生存弱者の社会的包摂は、連帯社会構築の基礎であり、地域社会が持つべき基本的な役割であり、従ってまた基礎自治体による生存権を守る施策の中心に位置づけられます。このような視点に立って、市民の手で、問題を可視化し、課題解決に向けた一歩を踏み出すことが求められます。
市民主導の問題解決の一翼を担うことを目的に、「（仮称）非営利協同によるマイクロクレジット研究会」を設置します。この研究会では、格差・貧困社会がもたらしている諸課題に対して、市民主導による解決に向けた先駆的な実践の調査・研究を行い、県内の非営利協同組織のイニシャティブの発揮の具体化を検討し、次なるステップをめざしたいと考えます。
　ぜひ研究会に参加ください。そして、共に考え、行動していきましょう。
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